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会 議 録 

会議の名称  令和４年度第２回行田市行政改革推進委員会  

開 催 日 時 
令和５年２月３日（金）  

開会：午後２時００分   閉会：午後３時００分  

開 催 場 所 行田市役所  ３０５会議室  

出 席 者 

氏    名  

新井啓介委員、金井陽一郎委員、坂本健蔵委員  

佐藤範夫委員、関口圭市委員、寺山昌文委員  

長岡幸雄委員、ビチャイサェチャウ委員、森田孝委員  

欠席者氏名  木村健二委員、小林永典委員  

事 務 局 

渡邉総合政策部長  

島田総合政策部次長兼企画政策課長、嶋田企画政策課主査  

青柳企画政策課主任  

会議内容  
（１）行田市行財政集中改革プラン２０２２の進捗について  

（２）今後のスケジュールについて  

会 議 資 料 

・次第  

・行田市行政改革推進委員会委員名簿  

・【資料１】行田市行財政集中改革プラン２０２２  

（令和４年度上半期の進捗状況）  

・【資料２】スケジュール  

その他必要  

事    項  

傍聴者  １名  

 

 

 

 

 

 

 

 

会議録

の確定  

確  定  年  月  日  主  宰  者  氏  名  

令和５年３月３日  新  井  啓  介  
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発  言  者  会議の経過（議題・発言内容・結論等）  

 

 

 

司   会  

 

 

 

 

新井会長  

 

 

 

 

 

事  務  局  

 

新井会長  

 

 

 

 

森田委員  

 

 

 

事  務  局  

 

新井会長  

長岡委員  

 

 

１  開会  

２  あいさつ  

３  議事  

・議事に入る前に、本日はペーパーレス会議であるため、パソコン端

末に格納している資料の確認をお願いする。  

・それでは、次第３議事に移らせていただく。  

・議事の進行は、行政改革推進委員会設置条例第５条の規定に基づき、

新井会長に進行をお願いする。  

・それでは、暫時、議長を務めさせていただく。  

・議事の前に、第１回委員会で皆様にご了承いただいたとおり、会議

は公開とし、会議録を市のホームページ及び市政情報コーナーで公

開するため、ご了承いただきたい。  

・はじめに、議事（１）「行田市行財政集中改革プラン２０２２の進捗」

について、事務局に説明をお願いする。  

（１）「行田市行財政集中改革プラン２０２２の進捗」について、資料

１により説明  

・本日の議題は、「行田市行財政集中改革プラン２０２２」の上半期の

進捗状況である。事務局から説明があった取組項目やその他の取組

項目について、各委員から意見をいただきたい。いただいた意見は、

必要に応じて、庁内で共有または参考にしていただき、改革を推進

していただきたいと考えている。  

・進捗状況については、改革主管課にて一生懸命取り組んでいること

を把握することができた。進捗状況とは離れるが、スマート自治体

を推進するための初期導入経費と年間の運用経費は市全体としてど

れほど掛かっているのか教えてもらいたい。  

・事務局で正確な数字を把握できてない。今後、調べた結果を報告さ

せていただく。  

・他に、委員から意見はあるか。  

・取組項目（２）公共施設予約手続きの簡素化について、公共施設予

約システムで地域公民館の空き状況を確認することができる。しか

し、利用したい日時を電話で事前予約した後、本人が地域公民館に
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事  務  局  

 

 

新井会長  

寺山委員  

 

 

事  務  局  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

寺山委員  

 

 

直接出向かないと予約できない状態である。二重の手間が生じてい

るため、改善して欲しい。  

・現在、中央公民館のみ公共施設予約システムで予約できる状態であ

る。地域公民館についても、令和５年度から公共施設予約システム

で予約できるよう検討している。  

・他に意見はあるか。  

・取組項目（８）市民・ＮＰＯ・民間企業・大学との連携による各種

事業の展開について、具体的に民間企業等と連携してどのような成

果が出ているのか教えて欲しい。  

・これまでも、様々な民間企業等と連携を図ってきたが、本市との連

携を希望する民間企業等にとって、自ら連携先となる市担当課を探

す必要があり、負担となっていた。また、複数の民間企業と連携協

定を締結するものの、実際に連携先と具体的な事業を進めている例

が少なかった。これらの課題を解消するため、公民連携のワンスト

ップ窓口として「Ｃｏ－Ｌａｂｏ  Ｇｙｏｄａ」を設置し、民間企業

等との連携状況を一元管理できる体制を整備した。これにより、提

案をいただいた民間企業等と関係する所属を即座につなぎ、円滑な

事業実施に向けて伴走する他、既に連携している民間企業等との事

業展開の検討や、新規連携先の掘り起こしを行うなど、公民連携に

向けた取組みを推進している。  

・具体的な成果として、２つ紹介させていただく。１つは、株式会社

クラッソーネと連携し、市ホームページ上で空き家の解体シミュレ

ーションができ、所有者等に概算費用を提示するサービスを提供し

ている。もう１つはＮＴＴ東日本株式会社と多言語翻訳技術の高度

化に関する研究開発における実証実験を実施し、外国人が市役所の

窓口を訪れる場面等を想定して、多言語翻訳技術を活用して円滑に

意思疎通できるか確認した。こうした先端デジタル技術に直に触れ

ることにより、職員の自治体ＤＸに対する意識醸成につながったの

ではないかと考えている。  

・「Ｃｏ－Ｌａｂｏ  Ｇｙｏｄａ」では、民間企業等との連携に当たり、

市から行政課題を提示した上で民間企業等から提案を募っているの

か。  
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事  務  局  

 

 

 

 

 

 

寺山委員  

事  務  局  

 

金井委員  

 

 

 

 

新井会長  

佐藤委員  
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・他市の公民連携の事例を見ると、行政課題を提示して提案を募る方

法と、民間企業等から自由に提案をいただく方法がある。本市では、

ダイレクトメールなどで情報発信していく中で、基本的には民間企

業等から自由に提案をいただく案件が中心である。  

・上半期の実績として、新たに４事業者と連携事業を順次開始したと

記載があるが、現時点では１０以上の事業者と連携事業に取り組ん

でおり、着実に実績を上げている。  

・連携事業の内容などは、公表されるのか。  

・取組結果については、連携協定の締結や連携事業の実施結果として、

市のホームページなどを通じて随時、情報発信している。  

・多言語翻訳技術の実証実験では、市役所職員が外国人の窓口来庁者

に対応する場面を設定した。実証実験に協力していただく窓口担当

職員が複数部署に跨っていたが、「Ｃｏ－Ｌａｂｏ  Ｇｙｏｄａ」が

あったお陰で調整が円滑に進み、スムーズに実施できた。大変感謝

している。  

・他に意見はあるか。  

・取組項目（１）電子申請サービスの拡充に関連することだが、マイ

ナンバーカードの普及について、行田市の交付率は他の自治体と比

較してどうか。また、マイナポイントの申請期限が延長されたが、

今後のマイナンバーカードの交付の見通しについてどのように考え

ているか。普及に向けて、障害となっていることは何か教えてもら

いたい。  

・昨年１２月末日時点で交付率は５０．３％、申請ベースだと６５．

４％である。交付率が県内４０市中３１番目である一方、伸び率は

県内３位であり、右肩上がりで交付率を伸ばしている。  

・普及した要因としては、マイナンバーカードの出張申請サポートを

実施したことが挙げられる。また、カードの受取り時に原則、本人

の来庁が必要となっているが、日中仕事等で来庁できない方などに

対応するため、火曜日と木曜日の午後７時まで交付時間を延長し、

土・日曜日も窓口を開けて交付してきたことなども考えられる。今

後の見通しについては、国においてマイナンバーカードと運転免許

証の一体化の動きがあることなどを見据えると、交付率も今後上が
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寺山委員  
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ビチャイ委員  
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っていくものと考えられる。  

・マイナンバーカードが普及しない要因として、個人情報の管理があ

ると思うが、市民に対してはどのように説明しているのか。  

・顔写真入りでＩＣチップも付いているカードであるため個人情報が

流出してしまうなどの懸念を抱いている方もいると思う。しかし、

国でも高い安全性を有しているカードである旨を広報していると承

知している。市でも、例えば、ＩＣチップには税や年金の金額とい

った個別の情報までは入っていないなど、引き続き、丁寧に説明し、

誤解を払拭していきたいと考えている。  

・取組項目（１５）テレワークの推進について、成果指標にテレワー

ク可能な所属と記載されている。テレワーク可能な所属とは、具体

的にどのような所属における業務なのか。  

・例えば、税務課、福祉課など個人情報を取り扱う所属や現場での活

動を要する消防職員は、テレワークの実施が難しいのではないかと

考えている。逆に、テレワークができる所属としては、個人情報を

取扱いしない管理部門の所属などで実施できるのではないかと考え

ている。  

・取組項目（４）ＧＩＧＡスクール構想の推進について、私自身、子

どもの貧困対策に取り組んでいる。貧困世帯の子どもにタブレット

端末を与えたとしても、実際、家庭で学習できる環境にないという

ことが現状としてある。子ども第三の居場所づくりとして「子ども

食堂」や「学習支援」などの取組が挙げられるが、ＧＩＧＡスクー

ル構想の推進に必要な装置を貧困世帯の子どもたちに提供し、「子ど

も食堂」で学習できる環境を構築していくことを私自身の構想とし

て持っている。  

・ＧＩＧＡスクール構想を推進していく中で、子どもたちが健全に成

長するためには、貧困世帯の子どもたちに対しても必要な支援をす

べきと考えている。我々は直接的に学習支援をすることができない

が、こうした考えや思いを伝えている中で、社会貢献として貧困世

帯の子どもたちに対してサービスを提供している学習塾が１社名乗

り出てくれた。こうした取組により、貧困世帯の子どもたちが人間

力を養えるようであれば、自治体の方に賛同していただきたいと考
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森田委員  

 

事  務  局  
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新井会長  

 

事  務  局  

新井会長  

 

 

 

司   会  

えている。  

・取組項目（１９）自主財源確保の取組強化について、市が保有して

いる遊休市有地の売却実績はどの程度であるか。  

・売却件数は、平成２８年度は３件、平成２９年度は２件、令和元年

度は１件、令和２年度は１件、令和３年度は２件である。売却額は、

場所や面積に応じて様々であるが、最も売却額が大きかったのは、

現在、ＨＡＮＡホテルが建てられている佐間１丁目の土地で約１億

３千万円程度である。  

・各年度の予算収支を見てみると、財政調整基金を繰り入れて均衡が

保たれていると認識している。現在は、遊休市有地の売却益は、一

般財源に充てていると思うが、大きな支出に対応できるよう基金に

積み立てする方がよいのではないかと思っている。  

・続いて、議事（２）「今後のスケジュール」について、事務局に説明

をお願いする。  

（２）「今後のスケジュール」について、資料２により説明  

・事務局から説明に対し、各委員から意見があればいただきたい。  

・特にないようなので、本日の議事は以上とする。  

・これにて、会議の進行を事務局にお返しする。  

４  閉会  

・以上をもって、令和４年度第２回行田市行政改革推進委員会を終了

する。  

 


